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市民文化ホール建設に係る跡地利用等の基本方針｠

｠
平成２４年１月｠

｠
１．背｠ 景｠
｠
｠ 平成 22 年 9 月に策定された市民文化ホール建設基本構想の方針において、「(市
民文化ホールの)最も効果的な適地エリアとしては、四国中央市全域の適切な施設
の配置を考慮して、西部地域には、中ホールとしてのユーホール、一方、両会館が
位置する東部地域においては、２館を１館に統合することを考慮した場合、利用者
の利便性を考えると、できれば２館の間で人口重心を考慮して２館の中間地域とす
ることが望ましい」とされていることから、市民文化ホールの最適な建設場所は、
両会館の中間地域で選定された。｠
その結果、当然のことながら現在の三島会館、川之江会館については役目を終え

ることとなるため、両会館の跡地利用についても最適な活用方針を早期に決定する
ことが重要な政策課題となっている。｠
｠
【｠ 課｠ 題｠ 】｠
｠
｠ 新市民文化ホールの建設は、単なる施設の建替ではなく、施設の統合、適地への
移転といった要素を含んでいることから、その跡地利用の検討においては、三島会
館、川之江会館両会館のおかれている地域の課題や最近の社会情勢による課題につ
いても考慮する必要がある。｠
｠
｠ ①｠ 地域的条件｠
｠ ｠ 三島会館、川之江会館ともに、市内でも有数の好条件の土地に立地しており、
それぞれ地域で果たしてきた役割も大きなものがある。両会館の跡地利用方針を
考えるうえで、それぞれの地域の特性を活かした方策を検討する必要がある。｠

(エリア別地域特性)｠

｠ 位｠ 置｠ 地｠ 域｠ 特｠ 性｠ （例）｠

三島会館跡地｠ 本庁周辺｠
・市域の地理的中心｠
・本庁ほか行政機能が一定集約｠

川之江会館跡地｠ 川之江商店街近傍｠
・中心市街地の一つである川之江商店街に近接｠
・民間活力が活発｠

２館の中間地域｠ 三島川之江 IC 近接｠
・交通アクセスに優位性｠
・三島・川之江地域の人口重心地｠

 

｠ ○｠ 三島会館跡地(本庁周辺)｠
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｠ ｠ 市域の地理的中心に位置し、市役所本庁に近接している。防災・危機管理の中
枢を担う地域として、行政機能の適正配置を図っていくことが望ましいエリアで
ある。｠
｠
｠ ○｠ 川之江会館跡地｠

｠ ｠ ｠ 地域の核となる中心市街地の一つである川之江商店街に隣接し民間活力が活発
である。今後地域住民との協働のもと、民間活力の活用等を通じ、にぎわいのあ
るまちづくりを行っていくことが望ましいエリアである。｠
｠
｠ ○｠ ２館の中間地域(市民文化ホール建設地)｠
｠ ｠ 三島・川之江地域の人口重心地であり、三島川之江ＩＣに近接するなど交通ア
クセスに優れている。文化交流等、人が集う機能に重点化した開発を行うことが
望ましいエリアである。｠
｠
②｠ 既存施設の統合・再編｠
｠ 跡地利用を検討するにあたっては、三島会館、川之江会館以外の施設について
も、耐震性能なども考慮のうえ、既存施設の統合・再編による効率的・効果的な
行政サービスの提供について、広範に検討すべきと考えられる。たとえば、三島
会館敷地には勤労青少年ホーム(Ｓ45 建設)があるが、発達支援センター、少年育
成センター、みしま親子ホーム、かわのえ通園ホームなど、ひとづくり支援機能
をもった他施設との統合・再編について考慮する必要がある。｠

｠｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ ｠ (検討施設例｠ 面積は現状面積)｠

｠
｠ ③｠ 防災力の強化及び危機管理体制の充実｠
本年３月１１日に発生した東北地方太平洋沖地震に起因する東日本大震災では、

広範囲に多大な被害が生じ、未だ復興の道筋さえ明らかになっていない状況であ
るが、特に震災直後、各市町村の行政機能が喪失したため、初動対応で行われる
べきであった住民の安否確認や、指定場所以外の避難者把握が遅れ、取り残され
た住民の救助要請を出せなかった状況が各地で生じた。また大津波警報、津波警
報により避難指示・勧告を出した太平洋沿岸自治体では、避難率が低かったこと
が判明し防災意識の低さが課題となっている。振り返ると、平成１６年台風災害
では本市も多大な被害を被ったが、河川の氾濫等により、庁舎間の往来に支障を
きたした経験も持つところである。｠

施設名｠ 設置場所・面積｠
勤労青少年ホーム｠ 三島会館敷地内｠ ｠ ｠ 652.6㎡｠
みしま親子ホーム｠ 福祉会館 1階｠ ｠｠ ｠ ｠ 258｠｠㎡｠ ｠別館 1階｠ ｠｠｠｠｠122㎡｠
かわのえ通園ホーム｠ 川之江文化ｾﾝﾀｰ 1 階｠ ｠200｠｠㎡｠ ｠川之江庁舎 1階｠｠5㎡｠
発達支援センター｠ 商工会館 1階｠ ｠｠｠｠｠｠｠｠75.3㎡｠
少年育成センター｠ 福祉会館 2階｠ ｠｠｠｠｠｠｠｠50｠｠㎡｠
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｠ 防災力の強化、危機管理体制の充実については、今後詳細な計画化を図る必要
があるが、災害時でも行政機能を喪失しないことが不可欠であることは明らかで
あり、こうした観点から、庁舎、消防本部等の耐震化、部局間の連携体制の充実
が急務となっている。また、防災力の強化には、防災意識や災害時の行動力を高
めることが肝要であり、市民が主役となり災害について学べる施設整備が重要で
ある。｠
｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠｠(大震災直後の被災した市町村役場の状況)｠

｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
｠
 

 

 

 

｠
｠
｠
｠
｠
｠ 以上３点の課題等から、四国中央市としては、総合的な観点から既存施設の統
合・再編の方向性を検討しなければならない状況となっているといえる。｠
｠
２．想定スケジュール 

 

｠ 市民文化ホール建設には合併特例債を活用することとなっており、現時点での合
併特例債の活用期限は平成26年度までとなっていることから、跡地利用等について
も、これにあわせたスケジュール管理を行う必要がある。前提となる条件及びそれ
に基づいた想定スケジュールは次のとおりである。ただし、「東日本大震災による被

(H23.3.21読売新聞) 

(H23.3.14産経新聞) 
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害を受けた合併市町村に係る地方債の特例に関する法律の一部を改正する法律案」
が平成２３年１１月１日に閣議決定され国会に提出されており、この法案が可決成
立すれば、合併特例債の発行期限が東日本大震災の被災地以外の市町村では５年間
延長されることから、これまでの事業の進捗状況等の変化を踏まえた適切なスケジ
ュールに見直しを行うこととする。｠
（１）前提条件 

｠ ア｠ 平成 26 年度が合併特例債※の活用期限となっている。｠
｠ イ｠ 合併特例債を活用するため、市民文化ホールは遅くとも平成26年度末には完
成予定とする必要がある｠

｠ ウ｠ 三島会館は平成22年 7月よりホール使用中止となっているため、川之江会館
のホールについては市民文化ホール完成まで利用する必要がある。｠
エ｠ 市民文化ホール建設に係る跡地利用についても合併特例債を活用することが
財政的に有利であることから、三島会館跡地利用については、合併特例債を活
用することを前提とし、事業完成年度を遅くとも平成 26 年度と想定する。｠

｠ オ｠ 川之江会館跡地利用については、同会館を市民文化ホール完成まで利用する
ため、合併特例債は活用できない。したがってＰＦＩ※など民間活力の導入を
検討する必要がある。ただし、合併特例債の発行期限が延長されることとなっ
た場合には、合併特例債を活用しての施設整備も検討することとする。｠

 

 

 

  

 

 

 

 

（２）スケジュール案 

 

 場所 平成 23 年度 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 27 年度 

市民文化 

ホール 

2 館の中間地域 

(三島・川之江地域 

の人口重心地) 

 

設計 

  

建設 

  

三島会館 本庁周辺 

 

跡地利用

検討 

 

 

 

 

 

 

 

川之江 

会  館 

 

川之江商店街近傍 

 

 

 

 

 

 

  

※この表はあくまで目安であり、具体的なスケジュールは変更され得る 

合併特例債期限｠

設計・取り壊し・建設｠

跡地利用検討｠

※｠ 合併特例債 

｠ 合併後の地域振興や旧地域間の格差是正などの名目で起債できる地方債のこと。合併年度及びこれに続く 10

か年度に限り発行が認められており、新市建設計画に基づく事業のうち、特に必要と認められる事業に限り使う
ことができる。事業費の 95％に充当でき、元利償還金の 7割は交付税措置されるため市にとっては非常に有利な
財源となる。 

※｠ PFI 

「PFI（Private Finance Initiative：プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）」とは、公共施設等の建
設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行う新しい手法である。民間の資金、
経営能力、技術的能力を活用することにより、国や地方公共団体等が直接実施するよりも効率的かつ効果的に公
共サービスを提供できる事業について、PFI手法で実施することが目指されている。 

利用｠ 取り壊し｠
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３．コンセプト 

｠ 現在の課題や地域特性等から、市民文化ホール建設に係る跡地利用等については、
基本コンセプト、エリア別コンセプトを次のように定める。｠
 (1) 基本コンセプト 

 

 ア 地域の特性を活かした利活用 

｠ ｠ 三島会館跡地本庁周辺エリア、2 館の中間エリア、川之江会館エリアの３つの
エリアについて、それぞれ地理的条件、周辺環境が異なることから、各々の地域
の特性を最大限に活かした利活用の検討を行う。｠

 イ 効率的な行政サービスの提供体制の構築（施設の統合・再編及び機能強化） 

｠ ｠ 三島会館、川之江会館両館の統廃合でもある市民文化ホールの建設を始め、２
館の跡地においても、施設の統合・再編及び機能強化を図り、効率的な行政サー
ビスの提供体制を構築する。｠

 ウ 防災力の強化及び危機管理体制の充実 

｠ ｠ 東日本大震災及び平成16年台風災害から認識させられた災害発生時の防災力、
危機管理体制の重要性から、市民主役の防災力の強化及び危機管理体制の充実に
力点を置き具体的な方策を検討する。｠

 

(2) エリア別コンセプト 

 

ア 本庁周辺(三島会館跡地)⇒ 市民主役の防災力強化と行政機能の適正配置  

｠ ｠ 本庁周辺（三島会館跡地）エリアは、すでに市役所本庁舎、福祉会館、商工会
館、保健センター、三島図書館、県四国中央庁舎等が近接し、行政機能が一定集
約された地域となっている。今後は三島会館跡地に、防災関係施設・機関を移転
し、防災センター※機能を有した防災拠点施設{消防・防災センター(仮称)}とし
て統合し、市民と行政が共に学び協力する市民主役の防災拠点とする。また、消
防・防災センター(仮称)建設及び本庁舎の耐震化により、各施設の耐震化の問題
を解消するとともに、各部局、関係機関の適正配置により連携を高め、総合的な
防災力の強化を図る。｠

三島会館跡地（防災拠点施設）

消防本部

水道局

伊予三島方面隊本部
三島分署

消防団本部

（本庁舎） 三島会館跡地（防災拠点施設）

消防本部

水道局

伊予三島方面隊本部
三島分署

消防団本部

（本庁舎）
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① 消防・防災センター(仮称)の建設 

 

｠ 三島会館跡地に現在の消防本部・消防署、水道局、消防団本部を移設し、消
防・防災センター(仮称)として、施設の再編・統合を行う。これにより、市民
の防災意識を高め、消防団や自主防災組織等の拡充等を通じ、市民が主役の防
災力強化を図る。また、災害等緊急時における行政機能及びライフラインを確
保し、部局間の連携を強化することにより、全市的、総合的な危機管理体制を
充実させる。なお、三島分署については、今後、消防・防災センター(仮称)に
統合するかさらに検討していくものとする。｠
｠
 

 

 

（各施設の課題と統合によるメリット）｠
｠｠・消防本部・消防署｠

現在の消防本部・消防署は、建物が本庁舎から約 2Km離れており災害等緊急時
の連携体制の充実が課題となっている。また、主要建物が昭和50年築で、現在
の耐震基準（昭和 56 年）以前に建てられた施設であり、耐震化が課題となって
いることに加え、訓練塔、屋内訓練場、防災センター等の施設整備が必要な状
況となっている。消防・防災センター(仮称)建設により、市民主役の防災力が
強化されるとともに、災害時の行政機能確保や部局間連携の向上等危機管理体
制の充実が図られる。｠
｠｠・水道局｠
｠ ｠ 現在の水道局は、本庁舎から約 2Km離れており災害等緊急時の連携体制の充
実が課題となっている。また主要建物については昭和 44 年、昭和 55 年に建て
られており、現在の耐震基準（昭和 56 年）以前の建築物であることから耐震化
の取組が課題となっている。消防本部との合同庁舎建設により緊急時の連携体
制が充実する。｠

｠ ・三島分署｠
｠ ｠ 現在の三島分署は埋立地に立地しており、消防本部・消防署が三島会館跡地
に移転した場合には近接することとなる。国道 11 号バイパスの延伸等の情勢の
変化もあることから、消防・防災センター（仮称）への機能統合の検討が必要
である。人員配置等の面で行政効率が高まることが期待できるものの、消防・
救急体制の検証が必要であるため、三島分署の統合については、今後さらに検
討を加えていく必要がある。｠

｠ ｠ ・消防団本部｠
｠ ｠ ｠ 災害等の緊急時において消防本部との連携が不可欠であるため、建設する消
防・防災センター（仮称）に統合する方向で検討することが必要である。｠

｠

※｠ 防災センター｠
コミュニティレベルの研修等に活用される防災センターから、日頃から防災意識を高めるための災害を体験
できる高度なシミュレーション装置や市町村の災害対策本部のバックアップ機能を備えた中核的な防災セン
ターまで、多様な防災センターがあるが、ここでは中核的な防災センターを指す。｠
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イ 2 館の中間地域（市民文化ホール） ⇒ 文化交流・ひとづくり 

及び災害時避難拠点 

  老朽化した三島会館及び川之江会館の建替によって、イベント等の開催時に
おける利用者の生命・身体の安全を確保するとともに、災害時には避難拠点と
しても活用する。また、既存施設を統合・再編することで、市民文化ホールを
核とした 365 日人が集い賑わう文化交流・ひとづくり拠点の形成を目指す。｠

｠
① 市民文化ホールの建設 

 

｠ ｠ 三島・川之江地域の人口重心地域である三島会館、川之江会館、2 館の中間地
域において、土居地域におけるユーホールと同じく文化交流・ひとづくり拠点と
して、遅くとも平成26年度末までに合併特例債を活用し、市民文化ホールを建設
する。市民文化ホールについては、建物と合わせ整備する芝生広場や駐車場及び
非常時の水源に利用できる井戸等を含め、災害時避難拠点としても活用する。｠

施設名 県 市町村 建設年 避難状況 備考
リアスホール 岩手県 大船渡市 H20.10 (4.4) 300人
アズビィホール 岩手県 田野畑村 H15.12 601人避難(3.16) (3.21) 565人 
ホワイトキューブ 宮城県 白石市 H9.3 776人避難(3.12) (4.4)  0人

名取市文化会館 宮城県 名取市 Ｈ9.3
大ホール
固定1,291
移動　59

小ホール
固定　450
移動　200

800人避難(3.16) (4.1)  400人

岩沼市文化会館 宮城県 岩沼市 Ｓ61.3
大ホール
固定1,006

小ホール
移動　250

850人避難(3.16) (4.2)  344人

固定610

（参考：東日本大震災の被災者避難所になった文化施設例)

座席数(席)
固定1,100
移動200

｠
（各施設の課題と統合によるメリット）｠
｠｠・三島会館、川之江会館｠

ともに老朽化が著しく、早急な建替が必要な状況となっている。特に三島会
館大ホールについては危険なため平成22年 7月より使用中止となっている。ま
た音響等の設備、備品等も陳腐化しており、魅力度の低下のためイベント回数
の減少がみられ、稼動率が低下している。市民文化ホール建設により、文化交
流拠点となるだけでなく、災害時避難拠点としても活用できる。｠

 

 ② ひとづくり支援センター（仮称）の建設 

  

｠ ｠ ひとづくり支援機能を持つ機関、施設であるみしま親子ホーム、かわのえ通園
ホーム、発達支援センター、少年育成センター、勤労青少年ホームを、ひとづく
り支援センター（仮称）として機能統合し、市民文化ホール建設敷地内に建設す
る。｠
｠
｠
｠
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（各施設の課題と統合によるメリット）｠
｠｠・みしま親子ホーム、かわのえ通園ホーム｠
両ホームともに、様々な障害を持つ児童が在籍する中で、限られたスペース・
人材で運営しており、障害特性が違った子への同時の療育が強いられるといった
状況になっている。また、事業所が分かれていることで作業療法士、臨床心理士
等の限られたマンパワーを有効活用できていない。ひとづくり支援センター（仮
称）建設により、これらの課題が解消され、充実した療育が可能となる。｠
｠ ・発達支援センター｠
乳幼児期の子育てから、学童期の教育・進学を経て、地域での就労や自立に向
けた一貫した支援が必要であるが、関連部署の所属の違いにより連携がうまくと
れないケースも生じている。保健、保育、教育、労働の各分野に関係する各部署
が持つ、子育て・ひとづくりの課題に対応するための機能を統合する必要があり、
ひとづくり支援センター（仮称）の実現により理想的な支援体制に一歩近づく。｠
｠ ・少年育成センター｠
将来的に青少年に関係する機関の一元化が進んでいくことを念頭に、幼児期か
ら青年期まで一貫した支援体制を整えるため、少年育成センターの機能も統合す
る必要がある。｠
｠ ・勤労青少年ホーム｠
勤労青少年ホームは、市内に働く青少年の健全な育成及び福祉の増進に寄与す
るため設置された施設であるが、現在では老朽化がすすみ、一部の文化教室の開
催、サークル等の利用が中心になっている。他施設との機能統合によりニーズに
合った一体的なサービス提供を目指す。｠
｠ ｠ なお、ホーム内において、教育委員会所管の適応指導教室「ユーミールーム」
が運営されており、勤労青少年ホームが機能統合、移転する際には、その性格上、
同じ三島地域内の他の適地に移設する必要が生じる。｠
｠

ウ 川之江商店街近傍（川之江会館跡地） ⇒ 地域の特性を踏まえた利活用 

地域の特性を踏まえて、民間活力を活かし、中心市街地活性化、産業振興等の
視点から跡地利用方策を検討していく必要がある。川之江会館をはじめ、紙のま
ち資料館、考古資料館、老人憩いの家等の周辺施設についても、老朽化が進み分
散している状況であり、今後、たとえばPFI手法を用い、周辺施設を含む施設の
再編・統廃合等を行い、市民や民間企業との協働事業により、にぎわいのあるま
ちづくり、産業振興を行っていく。｠
ただし、川之江会館については、市民文化ホールが完成する平成26年度中まで
は利用されるため、跡地の利活用方法については、平成23年度に基礎的な調査研
究を行い、平成24年度からは地域住民との協働のもと、多角的、具体的な検討を
行っていく。｠
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｠

各施設の課題と統合によるメリツト｠
エリア｠ コンセプト 新施設｠ 統合施設｠

課｠ 題｠ メリｯト｠

移転する施設及び有力な
跡地利用方法(仮)｠

(1)消防・防災セ
ンター(仮称)｠

①消防本部｠
②水道局｠
｠
｠

Ⅰ.本｠庁｠
｠｠｠周｠辺｠
(三島会館｠
跡地）｠

市民主役
の防災力
強化と行
政機能の
適正配置｠

(2)消防団本部｠
｠

｠
④旧消防団
本部｠

【消防本部・消防署・水道局・旧消防団本部】｠
・建物の耐震化｠
・本庁舎から遠距離にあり、災害時に部局間の
情報共有等が困難｠
【消防本部・消防署】｠
・訓練施設や防災センターの整備等の機能強化｠
【三島分署】｠
・埋立地に位置し、消防・防災センター（仮称）
と近接｠

・【消防本部・水道局・消防団本部】｠
・消防・防災センター(仮称)建設によ
り災害時の行政機能確保や部局連携
体制の充実、市民の防災意識の向上
等防災力が強化｠

・三島会館｠
・勤労青少年ホーム⇒｠
消防・防災センター｠

・消防本部⇒売却(財源)｠
・水道局⇒利用可能なも
のは他用途での利活用
を検討｠

・旧消防団本部⇒｠
伊予三島方面隊本部｠

(1)市民文化ホー
ル｠

⑤三島会館｠
⑥川之江会｠ ｠
館｠

｠

【三島・川之江会館】｠
・建物の耐震化｠
・施設の老朽化、設備の陳腐化等による稼働率
悪化｠
【三島会館】｠
・大ホール使用禁止｠

【三島・川之江会館】｠
・両会館建替えにより住民の安全を確
保すると共に、文化交流・ひとづく
りの拠点となるだけでなく災害時に
は避難所としても活用可能｠

・合併後の人口規模に対応した施設整
備により全市的イベント実施可能｠

Ⅱ.２館の
中間地域｠
(市民文化
ホール）｠

文化交・
ひとづく
り｠
及び災害
時避難拠
点｠

(2)ひとづくり支
援センター
（仮称）｠

｠
｠

⑦みしま親
子ホーム｠
⑧かわのえ
通園ホー
ム｠

⑨発達支援
センター｠

⑩少年育成
センター｠

⑪勤労青少
年ホーム｠｠

｠（一部）｠

【親子ホーム・通園ホーム】｠
・児童デイサービス事業所分散により作業療法
士、臨床心理士等の限られたマンパワーを活用
しにくい状況｠
・障害特性の違う児童を同時に療育しているた
めやや不安な状況｠
【発達支援センター】｠
・療育機能をもつ部署との統合が有効。｠｠｠今後、
乳幼児、学童期後の地域での就｠｠労、自立支援を
行う体制づくりが必要｠
【少年育成センター】｠
・幼児期から青年期まで一貫した支援体制を整
えるため、機能統合に加えることが必要｠
【勤労青少年ホーム】｠
・会館跡地の一体的活用のため、機能移転が必
要｠

【親子ホーム・通園ホーム】｠
｠・事業所の分散が解消され、限定的
なマンパワーを最大限活用可能｠

｠・現行施設の狭小なスペース解消｠
【発達支援センター・少年育成センタ
ー】｠
・幼児期から青年期までの一貫した｠
支援体制の構築により、乳幼児、
学童期後の地域での就労、自立支
援を行う体制づくりが可能｠

【勤労青少年ホーム】｠
｠・近年、ニーズが高まっている青年層
の就労支援についての関係機関と
の連携強化｠

・みしま親子ホーム｠
｠ ⇒福祉会館機能、庁舎
機能｠

・かわのえ通園ホーム｠
｠ ⇒文化センター機能｠
・発達支援センター｠
｠ ⇒庁舎機能｠
・少年育成センター｠
｠ ⇒福祉会館機能｠
・勤労青少年ホーム｠
｠ ⇒(一部移設)｠
｠
※適応指導教室(⑫ユー
ミールーム)は、三島
地域内の適地へ｠

Ⅲ.川之江
商店街
近傍｠

（川之江会
館跡地）｠

地域の特
性を踏ま
えた利活
用｠

平成 23年度に基礎的な調査研究｠
平成 24 年度以降、地域住民との
協働で多角的、具体的検討｠

・川之江会館をはじめ、紙のまち資料館、考古
資料館、老人憩いの家等周辺施設の老朽化及
び分散化｠

・ラスタ栄町イルミネーションにぎわい創出事
業等中心市街地活性化事業との連携したまち
づくり｠

・たとえばPFI手法を用いて老朽化し
た周辺施設を含む施設の再編・統廃
合等を行い、市民や民間企業との協
働事業によるにぎわいのあるまちづ
くりや産業振興につなげる｠
｠

・川之江会館｠

  

４．｠ 具体案｠
(１)エリア毎整備計画｠

(２) 
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（３）整備する各施設の概要｠
市民文化ホール 

概要 

産業都市、交流都市として進展をみせる本市に、文化という創造的な魅力を加え、「産業と文化が融合し、

人を育む、四国のまんなかキャンバスホール」をコンセプトとして、３６５日一年中人が集まり賑わう施設を目

標に、三島会館、川之江会館両館の中間地域に市民文化ホールを建設する。 

大ホール 1200 席程度、小ホール 300 席程度 

楽屋、リハーサル室、会議室、和室、備蓄倉庫等（災害時避難拠点機能も含む） 

 概算事業費 （千円） 

 用地費（人づくり支援センター用地含む） 1,700,000 千円程度（造成工事含む） 

 

 建築費（本体工事、外構工事） 5,600,000 千円程度 

   

消防・防災センター（仮称） 

概要 

 三島会館跡地において、地域防災力の強化のため、また現施設の老朽化への対応として、消防本部、消防

署、消防団本部、水道局の各施設に、市民の防災意識の高揚と防災力向上に資する機能を付した消防・防

災センター（仮称）を建設する。備える会議室等については現三島会館の持つ貸館業務を継承し一般市民も

利用可能な施設整備を行う。 

 （施設の持つ機能） 

消防本部、消防署、消防団本部、水道局、防災センター 

 概算事業費 （千円） 

 

 建築費（高機能指令システム、消防無線デ

ジタル化等経費を除いた建物直接建築費） 
2,000,000～3,000,000 千円程度 

   

ひとづくり支援センター（仮称） 

概要 

 子育てや発達支援や非行、就労相談など様々な課題に対応し、幼児期から就労期に至る一貫した指導・支

援を行う体制づくりのため、課題毎に異なっていた部署を統合し、市民文化ホール建設敷地にひとづくり支援

センター（仮称）を併設する。市民文化ホールと一体的なイメージの外観とするとともに、可能な範囲で施設の

有効活用を図る。 

 （施設の持つ機能） 

発達支援、児童ディサービス、青少年の就労支援・健全育成活動等 

 概算事業費 （千円） 

 

 建築費 400,000～500,000 千円程度 

｠
｠
｠
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５．今後の進め方と留意事項｠
｠
（１）進め方｠
｠ ｠ 市民文化ホール建設に係る跡地利用等の検討の進め方は以下のとおりとする。｠
｠

平成 23 年 5月｠ 市民文化ホール建設に係る跡地利用等の基本方針（素案）公表｠

〃｠ ｠｠5 月以降｠ 施設の規模・概要、スケジュール等の検討、関係者との意見調整等｠

〃｠ ｠11 月中旬｠ 市民文化ホール建設に係る跡地利用等の基本方針（案）を取りまとめ｠

〃｠ ｠案を公表後｠

1ケ月程度｠
タウンコメント募集｠

平成 24 年 1月目途｠ 市民文化ホール建設に係る跡地利用等の基本方針を取りまとめ｠

 

（２）留意事項｠
｠ ｠ 市民文化ホール建設に係る跡地利用等の基本方針については、住民の意見・要
望を踏まえつつ、市の施設・機能の統廃合や公共施設の耐震化対策の優先度など
を総合的、多角的に勘案して策定する。また、施設整備にあたって合併特例債の
活用や、施設・機能の統廃合によって生じる跡地については他用途での有効利用
を図るとともに、利活用が困難な場合には売却等を検討し財源の確保に努めるほ
か、今後生じる課題や様々な可能性に柔軟に対応していくものとする。｠
｠ ｠ なお、この基本方針に登載した個別の施設の整備等に関しては、施設毎に整備
計画等を策定し対応していくこととする。｠

｠
６．担当課｠
｠ 跡地利用等の取組は様々な部局間に関連するため、取組毎に以下のように担当課
を定め、連携し事業遂行にあたる。｠
｠
｠ 業｠ ｠ ｠ 務｠ 担｠ 当｠ 課｠

1｠ 全体方針、庁内調整関係｠ 企画財務部企画財政課｠

2｠ 庁舎の耐震化計画関係｠ 総務部総務課｠

3｠ ひとづくり支援機能の統合｠ ｠

｠ （勤労青少年ホームの機能移転）関係｠ 産業活力部産業支援課｠

｠ （みしま親子ホーム、かわのえ通園ホーム）関係｠ 福祉保健部こども課｠

｠ （少年育成センター、発達支援センター）関係｠ 教育委員会学校教育課｠

4｠ 水道局庁舎の移転・統合、跡地の検討関係｠ 水道局水道総務課・工水総務課｠

5｠ 消防本部、消防団本部の移転、跡地の検討関係｠ 消防本部安全・危機管理課｠

 


